
今
年
度
の
歳
入
と
し
て
の

起
債
で
、
三
セ
ク
債
は
終
了

　

２
０
０
９
年
４
月
に
「
地
方
公
共

団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法

律
」（
財
政
健
全
化
法
）
が
全
面
施

行
し
、
同
年
６
月
23
日
に
出
さ
れ
た

総
務
省
自
治
財
政
局
長
通
知
「
第
三

セ
ク
タ
ー
等
の
抜
本
的
改
革
等
に
関

す
る
指
針
」
で
、
す
べ
て
の
第
三
セ

ク
タ
ー
等
に
つ
い
て
廃
止
を
含
め
抜

本
的
改
革
に
取
り
組
む
よ
う
促
さ
れ

た
。
そ
の
際
、
事
業
再
生
や
廃
止
に

活
用
で
き
る
ツ
ー
ル
と
し
て
つ
く
ら

れ
た
の
が
三
セ
ク
債
で
あ
る
。
地
方

債
発
行
の
特
例
で
あ
る
三
セ
ク
債
は
、

地
方
財
政
法
附
則
33
条
の
５
の
７
の

規
定
で
09
年
度
か
ら
向
こ
う
５
年
度

内
の
時
限
的
措
置
と
な
っ
て
お
り
、

今
年
度
は
そ
の
最
終
年
度
に
あ
た
る
。

13
年
度
中
に
許
可
を
受
け
、
当
年
度

の
歳
入
と
し
て
起
債
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

　

三
セ
ク
債
は
、
地
方
公
共
団
体
が

損
失
補
償
を
し
て
い
る
第
三
セ
ク
タ

ー
の
法
的
整
理
等
を
行
う
場
合
、
損

失
補
償
に
必
要
な
経
費
に
充
当
で
き

る
制
度
融
資
で
あ
る
。
わ
か
り
や
す

く
い
え
ば
、
第
三
セ
ク
タ
ー
の
累
積

損
失
に
相
当
す
る
残
債
務
を
親
団
体

が
肩
代
わ
り
し
、
親
団
体
の
キ
ャ
ッ

シ
ュ
フ
ロ
ー
で
長
期
償
還
す
る
も
の

だ
。
当
の
第
三
セ
ク
タ
ー
は
清
算
す

る
ほ
か
、
事
業
再
生
に
つ
な
げ
る
ケ

ー
ス
も
あ
る
。

　

肩
代
わ
り
す
る
対
象
は
第
三
セ
ク

タ
ー
に
限
ら
ず
、
土
地
開
発
公
社
、

地
方
道
路
公
社
、
地
方
住
宅
供
給
公

社
の
債
務
も
含
ま
れ
る
。
公
立
病
院

な
ど
地
方
公
営
企
業
、
競
馬
事
業
な

ど
特
別
会
計
の
債
務
を
肩
代
わ
り
す

る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。
実
績
を
み
る
と

住
宅
供
給
公
社
や
造
成
事
業
等
の
特

別
会
計
な
ど
不
動
産
関
連
が
多
く
、

全
体
の
４
分
の
３
が
該
当
す
る
。
そ

れ
以
外
で
は
公
立
病
院
が
多
い
（
図

土
地
開
発
公
社
や
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
抜
本
的
処
理
を
促
す
た
め
５
年
間
の
時
限
措
置
と
し
て
用
意
さ
れ

た
第
三
セ
ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
（
以
下
「
三
セ
ク
債
」）
が
今
年
度
で
終
了
す
る
。
本
稿
で
は
、早
期
の

抜
本
的
処
理
が
も
た
ら
す
財
政
上
の
メ
リ
ッ
ト
に
つ
い
て
、「
行
政
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
」
で
の
検

証
を
試
み
る
。
最
終
年
度
に
あ
た
っ
て
、
抜
本
的
処
理
の
躊
躇
に
つ
な
が
る
要
因
と
処
理
遅
れ
が
も
た
ら

す
将
来
リ
ス
ク
に
つ
い
て
、
貸
手
の
観
点
を
加
え
つ
つ
考
察
す
る
。
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表
１
）。

　

償
還
年
限
は
10
年
以
内
を
基
本
と

す
る
が
、
そ
れ
で
財
政
運
営
に
支
障

が
出
る
よ
う
で
あ
れ
ば
、
必
要
な
手

続
を
経
て
10
年
を
超
え
る
償
還
年
限

の
設
定
も
可
能
で
あ
る
。
具
体
的
に

は
、
実
質
公
債
費
比
率
や
将
来
負
担

比
率
が
早
期
健
全
化
基
準
や
再
生
基

準
を
超
え
て
し
ま
う
ケ
ー
ス
や
、
多

額
の
財
源
不
足
、
ひ
い
て
は
実
質
赤

字
が
生
じ
る
ケ
ー
ス
が
考
え
ら
れ
る
。

地
方
債
の
許
可
制
度
は
06
年
度
に
廃

止
さ
れ
て
い
る
が
、
三
セ
ク
債
の
発

行
は
議
会
の
議
決
に
加
え
、
総
務
大

臣
ま
た
は
都
道
府
県
知
事
の
許
可
を

要
す
る
。
そ
の
か
わ
り
、
通
常
の
借

入
れ
に
比
べ
て
金
利
水
準
は
か
な
り

低
い
（
注
１
）。

起
債
件
数
は
拡
大
す
る
も

遅
れ
目
立
つ
抜
本
的
処
理

　

12
年
度
の
三
セ
ク
債
の
許
可
実
績

を
み
る
と
、
件
数
は
前
年
度
の
23
件

を
15
件
上
回
る
38
件
、
金
額
は
前
年

度
の
９
２
２
億
円
の
ほ
ぼ
倍
の
１
８

２
４
億
円
と
な
っ
た
。
件
数
、
金
額

と
も
過
去
４
年
来
の
最
高
で
あ
る
。

最
終
年
度
に
あ
た
る
今
年
度
は
、
横

浜
市
土
地
開
発
公
社
に
か
か
る
１
３

０
０
億
円
超
の
大
型
案
件
が
見
込
ま

れ
る
ほ
か
、
駆
け
込
み
需
要
も
予
想

さ
れ
、
12
年
度
の
倍
以
上
と
な
る
４

０
０
０
億
円
を
超
え
る
額
が
起
債
さ

れ
る
見
通
し
で
あ
る
。
12
年
度
に
お

け
る
許
可
額
の
累
計
は

１
０
４
件
、
４
７
１
４

億
円
で
あ
り
、
最
終
年

度
の
見
通
し
を
積
み
上

げ
る
と
総
額
９
０
０
０

億
円
弱
と
な
る
計
算

だ
。

　

た
だ
、
総
務
省
が
昨

年
７
月
に
全
国
の
地
方

公
共
団
体
に
対
し
て
行

っ
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

（
注
２
）
に
よ
る
と
、
地

方
公
共
団
体
が
損
失
補

償
、
債
務
保
証
や
貸
付

な
ど
財
政
的
支
援
を
行

っ
て
い
る
第
三
セ
ク
タ

ー
等
２
０
７
１
法
人
の

う
ち
約
半
分
の
１
０
１

６
法
人
に
つ
い
て
、
存
廃
を
含
め
今

後
の
方
針
が
決
ま
っ
て
い
な
い
。
そ

の
う
ち
６
３
５
法
人
が
検
討
未
着
手

で
あ
っ
た
。
未
着
手
の
団
体
の
な
か

に
は
財
政
リ
ス
ク
が
小
さ
い
こ
と
な

ど
か
ら
検
討
の
必
要
性
を
認
識
し
て

い
な
い
も
の
が
含
ま
れ
て
お
り
確
た

る
こ
と
は
い
え
な
い
が
、
第
三
セ
ク

タ
ー
等
の
処
理
は
み
た
目
の
数
字
ほ

ど
に
は
進
ん
で
い
な
い
可
能
性
も
あ

る
。
理
由
と
し
て
ま
ず
考
え
ら
れ
る

の
は
倒
産
そ
の
も
の
の
デ
メ
リ
ッ
ト

だ
。
た
と
え
ば
職
員
の
雇
用
の
問
題

が
あ
る
。
経
営
者
の
経
営
責
任
は
も

ち
ろ
ん
、
親
団
体
が
こ
れ
ま
で
続
け

て
き
た
赤
字
補
填
に
つ
い
て
責
任
を

問
わ
れ
る
こ
と
も
あ
る
だ
ろ
う
。

　

毎
年
の
返
済
額
が
増
え
る
こ
と
で
、

親
団
体
の
「
実
質
公
債
費
比
率
」
が

上
昇
し
て
し
ま
う
と
い
う
問
題
も
あ

る
。
実
質
公
債
費
比
率
は
、
財
政
健

全
化
法
の
施
行
に
よ
っ
て
公
表
が
義

務
付
け
ら
れ
た
健
全
化
判
断
比
率
の

一
つ
で
、
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る

返
済
額
の
比
率
で
あ
る
。
か
ね
て
よ

り
利
払
い
の
み
を
継
続
し
て
元
本
を

塩
漬
け
に
し
て
い
た
債
務
を
三
セ
ク

債
の
発
行
で
肩
代
わ
り
し
た
場
合
、

そ
の
後
に
約
定
弁
済
が
始
ま
る
の
で

毎
年
の
返
済
額
が
増
え
て
し
ま
う
。

実
質
公
債
費
比
率
が
25
％
以
上
に
な

る
と
早
期
健
全
化
団
体
と
な
る
。
横

浜
市
に
お
い
て
は
、
単
年
度
あ
た
り

の
公
債
費
を
一
定
程
度
に
抑
え
る
た

住宅分野の
第三セクター
125

その他
608

公立病院
433

不動産分野の
第三セクター
302

造成事業等の
特別会計
383

住宅供給
公社
649

（単位　億円）

土地開発公社
2,214

累計
4,714億円

〔図表１〕 第三セクター等改革推進債の対象法人区分実績
	 （09 ～ 12年度の許可額累計）

（出所） 　総務省ウェブサイト「第三セクター等改革推進債の発行状況」から大和
総研作成。
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め
、
10
年
を
超
え
る
償
還
期
間
で
協

議
中
と
の
こ
と
だ
（
注
３
）。

　

一
方
で
、
財
政
実
態
上
の
デ
メ
リ

ッ
ト
は
ど
う
か
。
健
全
化
判
断
比
率

の
一
つ
で
あ
る
「
将
来
負
担
比
率
」

に
お
い
て
、
損
失
補
償
の
よ
う
な
帳

簿
上
の
借
入
金
以
外
の
隠
れ
債
務
に

つ
い
て
も
「
将
来
負
担
額
」
と
し
て

把
握
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
そ

の
た
め
、
三
セ
ク
債
の
発
行
に
よ
っ

て
帳
簿
上
の
借
入
れ
が
増
え
た
と
し

て
も
、
隠
れ
債
務
で
あ
る
損
失
補
償

契
約
が
消
滅
す
る
の
で
将
来
負
担
額

の
総
額
は
変
わ
ら
な
い
は
ず
だ
。

行
政
Ｃ
Ｆ
計
算
書
で
み
る

三
セ
ク
処
理
の
メ
リ
ッ
ト

　

こ
れ
に
対
し
、
早
期
の
三
セ
ク
処

理
に
は
ど
の
よ
う
な
メ
リ
ッ
ト
が
あ

る
の
か
。
民
間
企
業
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
計
算
書
を
市
町
村
版
に
移
植

し
た
「
行
政
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計

算
書
」
で
み
る
と
、
そ
の
メ
リ
ッ
ト

が
わ
か
り
や
す
い
。

　

こ
れ
は
財
政
融
資
の
貸
手
で
あ
る

財
務
省
が
、
融
資
審
査
の
観
点
で
自

治
体
の
財
政
状
況
を
み
る
の
に
開
発

し
た
経
緯
を
も
つ
。
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ

ロ
ー
計
算
書
の
営
業
活
動
の
部
に
あ

た
る
「
行
政
活
動
の
部
」
は
、
金
融

機
関
が
債
務
者
区
分
で
使
う
修
正
損

益
計
算
書
と
同
じ
よ
う
に
み
る
こ
と

が
で
き
る
。
行
政
経
常
収
入
か
ら
行

政
経
常
支
出
を
差
し
引
い
た
行
政
経

常
収
支
は
経
常
利
益
に
減
価
償
却
等

非
資
金
項
目
を
加
算
し
た
も
の
、
い

わ
ゆ
る
償
却
前
経
常
利
益
で
あ
る
。

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
分
析
指
標
で
最

も
重
要
な
の
は
債
務
償
還
可
能
年
数

で
、
こ
れ
は
行
政
経
常
収
支
を
す
べ

て
返
済
に
回
し
た
と
し
て
何
年
で
実

質
債
務
が
完
済
さ
れ
る
か
を
示
す
。

返
済
能
力
、
ひ
い
て
は
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
で
み
た
財
政
の
持
続
可
能
性

を
意
味
す
る
。
な
お
実
質
債
務
と
は

帳
簿
上
の
借
入
残
高
や
Ｐ
Ｆ
Ｉ
、
リ

ー
ス
に
関
す
る
支
払
予
定
額
に
加
え
、

土
地
開
発
公
社
の
含
み
損
、
第
三
セ

ク
タ
ー
そ
の
他
外
郭
団
体
の
累
積
損

失
な
ど
で
親
団
体
が
将
来
的
に
肩
代

わ
り
す
る
可
能
性
が
高
い
も
の
を
積

算
し
た
も
の
で
あ
る
。

　

〔図表２〕 荒尾市の行政キャッシュフロー計算書	 （単位　百万円）

2007年度 08年度 09年度 10年度 11年度
行政経常収入　A 15,115 16,152 17,099 17,189 17,168
行政経常支出　B 13,800 13,711 15,688 15,644 17,888
　人件費 3,832 3,620 3,589 3,441 3,618
　物件費 1,608 1,590 1,744 1,692 1,912
　維持補修費 163 168 142 168 161
　扶助費 3,855 3,891 4,279 5,198 5,240
　補助費等 1,849 1,897 3,224 2,364 4,148
　繰出金（建設費以外） 2,166 2,243 2,433 2,519 2,558
　支払利息 328 303 277 261 251
行政経常収支　C＝A－B 1,315 2,441 1,411 1,545 ▲720
有利子負債　D 15,192 14,897 14,889 15,261 16,403
有利子負債相当額　E 5,416 5,034 4,623 3,987 1,871
　債務負担行為 440 440 429 409 314
　公営企業の資金不足額 3,647 3,236 2,788 2,218 1,557
　公営事業の資金不足額 57 0 2 0 0
　一部事務組合等の資金不足額 1,272 1,357 1,402 1,359 0
積立金等　F 1,833 3,439 4,144 4,818 4,408
実質債務　G＝D＋E－F 18,775 16,493 15,368 14,430 13,866
債務償還可能年数（年）G÷C 14.3 6.8 10.9 9.3 －
実質債務月収倍率（月）G÷（A÷12） 14.9 12.3 10.8 10.1 9.7
行政経常収支率（％）C÷A 8.7 15.1 8.3 9.0 ▲4.2
（出所）　地方財政状況調査（決算統計）から大和総研作成（図表3、4 も同じ）。
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具
体
的
な
事
例
と
し
て
、
三
セ
ク
債

に
よ
り
競
馬
事
業
を
廃
止
し
た
熊
本

県
荒
尾
市
の
ケ
ー
ス
を
み
て
み
た
い
。

図
表
２
は
、
荒
尾
市
の
行
政
キ
ャ
ッ

シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
、
行
政
活
動
の

部
の
４
期
間
の
推
移
で
あ
る
。
11
年

度
は
行
政
経
常
収
支
が
赤
字
に
転
落

し
た
。
競
馬
事
業
の
廃
止
に
伴
う
負

担
金
を
18
億
８
３
０
０
万
円
支
出
し

た
こ
と
が
要
因
で
、
そ
の
原
資
と
し

て
三
セ
ク
債
を
13
億
６
０
０
０
万
円

起
債
し
た
。
三
セ
ク
債
の
分
だ
け
地

方
債
現
在
高
が
増
え
て
い
る
が
、
そ

の
前
年
度
ま
で
存
在
し
た
「
一
部
事

務
組
合
等
の
資
金
不
足
額
」
が
一
掃

さ
れ
た
た
め
、
実
質
債
務
の
総
額
は

前
年
度
を
下
回
っ
て
い
る
。
実
質
債

務
の
う
ち
長
ら
く
懸
案
だ
っ
た
も
の

が
13
年
度
以
降
は
着
実
に
減
り
、
10

年
後
に
は
解
消
さ
れ
る
メ
リ
ッ
ト
に

注
目
し
た
い
。

　

外
郭
団
体
の
整
理
に
伴
っ
て
支
出

は
一
時
的
に
増
え
る
が
、
こ
れ
は
あ

く
ま
で
一
過
的
な
も
の
で
あ
る
こ
と

に
留
意
さ
れ
た
い
。
な
お
本
事
例
で

は
決
算
統
計
を
単
純
に
組
み
替
え
て

い
る
が
、
財
政
分
析
す
る
際
に
は
一

過
性
損
益
の
影
響
を
取
り
除
い
た
う

え
で
行
う
の
が
常
識
だ
。
債
務
者
区

分
の
方
法
と
同
じ
考
え
方
で
あ
る
。

荒
尾
市
の
場
合
も
、
一
過
性
要
因
が

剥
落
す
る
本
年
度
以
降
の
収
支
は
平

年
並
み
に
落
ち
着
く
と
思
わ
れ
る
。

　

次
は
、
兵
庫
県
加
古
川
市
の
ケ
ー

ス
で
あ
る
（
図
表
３
）。
10
年
度
に
、

三
セ
ク
債
を
23
億
８
３
２
０
万
円
起

債
（
許
可
額
）
し
、
病
院
事
業
会
計

を
廃
止
し
た
。
同
年
度
に
病
院
事
業

〔図表３〕 加古川市の行政キャッシュフロー計算書	 （単位　百万円）

2007年度 08年度 09年度 10年度 11年度
行政経常収入　A 59,642 60,416 64,893 65,790 66,585
行政経常支出　B 53,099 52,339 56,717 59,069 56,869
　人件費 17,956 18,356 17,335 16,315 16,101
　物件費 9,367 8,527 9,156 9,263 9,307
　維持補修費 504 521 533 603 623
　扶助費 11,427 11,836 12,283 16,668 17,336
　補助費等 3,710 3,328 7,740 6,474 3,486
　　うち病院 762 692 875 3,991 0
　繰出金（建設費以外） 8,533 8,248 8,241 8,406 8,693
　支払利息 1,601 1,522 1,429 1,340 1,323
行政経常収支　C 6,543 8,077 8,177 6,721 9,716
有利子負債　D 83,746 81,607 79,443 81,709 80,312
有利子負債相当額　E 26,718 23,371 20,621 17,433 14,005
積立金等　F 13,911 12,254 12,357 13,909 14,603
実質債務　G＝D＋E－F 96,553 92,724 87,707 85,234 79,714
債務償還可能年数（年）G÷C 14.8 11.5 10.7 12.7 8.2
実質債務月収倍率（月）G÷（A÷12） 19.4 18.4 16.2 15.5 14.4
行政経常収支率（％）C÷A 11.0 13.4 12.6 10.2 14.6
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に
対
す
る
補
助
費
等
が
一
時
的
に
増

加
。
し
か
し
翌
年
度
に
は
皆
減
し
、

行
政
経
常
収
支
が
増
加
に
転
じ
て
行

政
経
常
収
支
率
は
08
年
度
以
降
の
４

年
間
で
最
も
高
い
水
準
と
な
っ
た
。

三
セ
ク
債
の
発
行
に
よ
り
有
利
子
負

債
は
増
え
た
が
実
質
債
務
の
総
額
は

減
少
傾
向
を
維
持
し
て
お
り
、
直
近

の
債
務
償
還
可
能
年
数
は
８
・
２
年

と
良
好
だ
。

　

最
後
は
、
10
年
度
に
土
地
開
発
公

社
を
廃
止
し
た
岩
手
県
北
上
市
の
ケ

ー
ス
で
あ
る
（
図
表
４
）。
北
上
市

は
96
億
円
の
三
セ
ク
債
を
起
債
し
、

土
地
開
発
公
社
が
北
上
市
の
債
務
保

証
の
も
と
借
り
て
い
た
長
期
借
入
金

を
代
位
弁
済
し
た
。
行
政
キ
ャ
ッ
シ

ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
を
み
る
と
、
10
年

度
に
補
助
費
等
が
急
増
し
て
い
る
が
、

こ
の
う
ち
96
億
円
弱
が
土
地
開
発
公

社
の
解
散
事
務
に
か
か
る
も
の
だ
。

こ
れ
は
同
年
度
に
起
債
し
た
三
セ
ク

債
で
賄
わ
れ
て
い
る
。
有
利
子
負
債

は
大
き
く
増
え
た
が
、
他
の
借
入
れ

を
抑
え
る
な
ど
の
努
力
が
奏
功
し
、

実
質
債
務
は
前
年
度
を
下
回
っ
た
。

実
質
債
務
が
月
収
何
カ
月
分
あ
る
か

に
よ
っ
て
借
入
過
多
を
判
断
す
る
実

質
債
務
月
収
倍
率
は
18
カ
月
と
、
と

く
に
大
き
い
と
い
う
こ
と
も
な
い
。

　

10
年
度
は
一
過
的
な
支
出
が
あ
っ

た
こ
と
か
ら
行
政
経
常
収
支
は
赤
字

に
転
落
し
た
。
し
か
し
、
11
年
度
に

は
黒
字
転
換
を
果
た
し
、
実
質
債
務

の
削
減
効
果
も
あ
っ
て
債
務
償
還
可

能
年
数
は
８
・
０
年
と
、
10
年
度
か

ら
大
幅
な
改
善
と
な
っ
た
。

処
理
を
先
送
り
し
て
も

利
払
い
費
が
増
大
す
る
ば
か
り

　

一
過
的
な
支
出
を
嫌
っ
て
処
理
を

先
送
り
に
し
た
場
合
の
デ
メ
リ
ッ
ト

を
考
え
て
み
よ
う
。
ま
ず
は
元
金
が

減
ら
な
い
た
め
利
息
を
払
い
続
け
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
い
く
ら
低
金
利

と
は
い
え
元
金
を
減
ら
さ
な
け
れ
ば

利
息
を
支
払
い
続
け
る
こ
と
と
な
り
、

利
払
い
の
累
積
額
は
当
然
な
が
ら
大

き
く
な
る
。
赤
字
を
垂
れ
流
し
つ
つ

営
業
を
続
け
て
い
る
第
三
セ
ク
タ
ー

で
あ
れ
ば
人
件
費
そ
の
他
の
固
定
費

を
支
出
し
続
け
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、

〔図表４〕 北上市の行政キャッシュフロー計算書	 （単位　百万円）

2007年度 08年度 09年度 10年度 11年度
行政経常収入　Ａ 25,521 26,037 27,908 28,624 29,804
行政経常支出　Ｂ 21,988 22,390 24,187 33,535 24,676
　人件費 5,891 5,666 5,229 5,198 5,219
　物件費 4,772 4,618 5,030 5,110 5,546
　維持補修費 464 441 508 540 559
　扶助費 3,673 3,755 3,978 5,373 5,727
　補助費等 3,619 4,399 6,094 13,775

▲

	 3,829
　繰出金（建設費以外） 2,735 2,721 2,636 2,878 3,033
　支払利息 834 791 712 661 764
行政経常収支　Ｃ 3,532 3,646 3,721 ▲4,911 5,127
有利子負債　Ｄ 44,132 41,935 40,311 48,679 46,858
有利子負債相当額　Ｅ 13,179 11,546 11,253 1,535 882
　債務負担行為の支出予定額 1,277 988 908 765 627
　公営企業の資金不足額 1,887 650 627 664 255
　公営事業の資金不足額 7 17 0 0 0
　土地開発公社の負担見込額 9,854 9,765 9,678 0 0
　第三セクター等の負担見込額 155 125 40 105 0
積立金等　Ｆ 3,574 3,208 3,639 5,621 6,783
実質債務　Ｇ＝Ｄ＋Ｅ－Ｆ 53,737 50,273 47,925 44,593 40,957
債務償還可能年数（年）Ｇ÷Ｃ 15.2 13.8 12.9 － 8.0
実質債務月収倍率（月）Ｇ÷（Ａ÷12） 25.3 23.2 20.6 18.7 16.5
行政経常収支率（％）Ｃ÷Ａ 13.8 14.0 13.3 ▲17.2 17.2
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地
方
公
共
団
体
の
財
政
的
支
援
の
額

は
減
ら
ず
経
常
収
支
は
い
つ
ま
で
た

っ
て
も
改
善
し
な
い
。
あ
る
い
は
第

三
セ
ク
タ
ー
等
を
後
年
廃
止
し
た
と

き
の
肩
代
わ
り
額
が
大
き
く
な
る
。

将
来
金
利
が
上
昇
し
た
ら
さ
ら
に
累

積
損
失
が
か
さ
む
だ
ろ
う
し
、
土
地

開
発
公
社
で
あ
れ
ば
、
法
人
を
整
理

し
た
と
き
に
残
債
務
に
充
当
で
き
る

資
産
の
額
が
下
落
し
て
、
親
団
体
が

肩
代
わ
り
の
た
め
に
用
意
す
べ
き
資

金
が
増
え
る
可
能
性
も
あ
る
。

　

と
く
に
、
調
達
コ
ス
ト
面
で
の
三

セ
ク
債
の
有
利
さ
に
注
目
し
た
い
。

現
状
、
地
方
公
共
団
体
の
財
務
状
況

に
問
題
が
あ
る
か
ら
と
い
っ
て
、
リ

ス
ク
分
の
金
利
が
上
乗
せ
さ
れ
る
こ

と
は
な
い
。
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
分

析
指
標
が
民
間
企
業
と
同
水
準
の
地

方
公
共
団
体
が
あ
っ
た
と
す
れ
ば
、

調
達
金
利
は
地
方
公
共
団
体
の
ほ
う

が
安
い
。「
暗
黙
の
政
府
保
証
」
が

効
い
て
い
る
か
ら
だ
。
金
利
水
準
は

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
分
析
で
み
た
財

務
指
標
と
連
動
し
て
お
ら
ず
、
い
ま

の
と
こ
ろ
自
治
体
の
「
放
漫
経
営
」

は
調
達
コ
ス
ト
に
反
映
さ
れ
て
い
な

い
。
し
か
し
、
危
機
的
な
わ
が
国
財

政
の
状
況
下
で
こ
う
し
た
状
況
が
今

後
も
続
く
だ
ろ
う
か
。
地
方
公
共
団

体
に
デ
フ
ォ
ル
ト
は
な
い
と
い
わ
れ

て
い
る
が
、
資
金
シ
ョ
ー
ト
の
可
能

性
に
つ
い
て
は
、
昨
年
秋
に
生
じ
た

地
方
交
付
税
の
遅
配
と
い
う
事
態
を

ふ
ま
え
れ
ば
油
断
で
き
ま
い
。

　

赤
字
国
債
法
案
の
審
議
が
滞
り
地

方
交
付
税
の
遅
配
に
至
る
と
い
う
一

連
の
事
態
に
よ
っ
て
、
地
方
交
付
税

の
資
金
源
が
赤
字
国
債
で
あ
っ
た
こ

と
、
資
金
シ
ョ
ー
ト
も
可
能
性
と
し

て
は
あ
り
う
る
こ
と
が
図
ら
ず
も
明

ら
か
に
な
っ
た
。
資
金
シ
ョ
ー
ト
に

至
る
「
距
離
」
は
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ

ロ
ー
分
析
指
標
が
示
す
と
こ
ろ
。
業

況
不
芳
の
第
三
セ
ク
タ
ー
等
を
未
処

理
の
ま
ま
放
置
し
、
財
政
面
の
リ
ス

ク
を
抱
え
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
貸
手

の
評
価
が
下
が
る
可
能
性
も
あ
る
。

そ
の
結
果
、
調
達
金
利
が
な
ん
ら
問

題
を
抱
え
て
な
い
自
治
体
の
水
準
を

上
回
る
の
も
あ
り
え
な
い
話
で
は
な

い
だ
ろ
う
。
財
務
状
況
が
金
利
に
連

動
し
な
い
い
ま
の
う
ち
に
資
金
調
達

す
る
の
は
有
利
な
選
択
肢
と
い
え
る
。

金
融
機
関
の
審
査
能
力
を

生
か
し
た
ア
ド
バ
イ
ス
に
期
待

　

金
融
機
関
の
公
共
向
け
融
資
が
普

通
の
融
資
に
近
く
な
っ
て
く
れ
ば
、

収
支
計
画
は
も
ち
ろ
ん
自
治
体
経
営

全
般
に
対
す
る
審
査
の
重
要
性
が
高

ま
る
だ
ろ
う
。
放
漫
財
政
の
予
防
は

も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
踏
み
込
ん
だ
ア

ド
バ
イ
ス
に
よ
る
経
営
改
善
も
期
待

さ
れ
、
金
融
機
関
の
リ
レ
ー
シ
ョ
ン

シ
ッ
プ
バ
ン
キ
ン
グ
や
審
査
能
力
を

生
か
し
た
主
体
的
な
か
か
わ
り
が
求

め
ら
れ
る
。

　

行
政
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書

の
分
析
は
、
金
融
機
関
が
取
引
先
企

業
の
返
済
能
力
を
審
査
す
る
方
法
と

同
じ
も
の
で
あ
る
。
健
全
化
判
断
比

率
は
金
融
機
関
に
と
っ
て
一
見
と
っ

つ
き
に
く
い
指
標
で
あ
る
が
、
行
政

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
で
あ
れ

ば
な
じ
み
深
い
。
三
セ
ク
債
に
よ
る

第
三
セ
ク
タ
ー
の
処
理
と
は
、
関
連

会
社
や
塩
漬
け
不
動
産
に
か
か
る
貸

出
金
を
長
期
貸
出
に
移
行
し
て
利
益

償
還
す
る
ス
キ
ー
ム
に
通
じ
る
。
メ

イ
ン
バ
ン
ク
た
る
金
融
機
関
が
行
政

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
分
析
を
活
用
し

て
的
確
な
ア
ド
バ
イ
ス
を
提
供
し
、

も
っ
て
地
方
財
政
の
安
定
と
地
域
活

性
化
に
資
す
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。

（
注
）１　
総
務
省
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
「
第
三
セ

ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
活
用
の
効
果
」

http://w
w
w
.soum

u.go.jp/m
ain_

content/000215611.pdf

に
て
、公
社

・
三
セ
ク
の
借
入
金
利
と
三
セ
ク
債
の

金
利
が
比
較
さ
れ
て
い
る
。

２　
総
務
省
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
「
第
三
セ

ク
タ
ー
等
の
抜
本
的
改
革
の
取
組
み
に

関
す
る
参
考
資
料
」。
な
お
、
こ
こ
で

い
う
「
第
三
セ
ク
タ
ー
等
」
に
は
地
方

三
公
社
も
含
む
。

３　
12
年
12
月
横
浜
市
会
常
任
委
員
会

資
料
。

す
ず
き　

ふ
み
ひ
こ

93
年
立
命
館
大
学
卒
、
七
十
七
銀
行

入
行
。
財
務
省
出
向
（
東
北
財
務
局

上
席
専
門
調
査
員
）
等
を
経
て
、
08

年
か
ら
現
職
。
中
小
企
業
診
断
士
、

１
級
Ｆ
Ｐ
技
能
士
。
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